
土木学会２０２０年度全国大会運営業務委託説明書 

 

1. 業務の概要 

1) 業務の目的 

本業務は、名古屋工業大学（御器所キャンパス）、名古屋市公会堂などで開催する「土木

学会２０２０年度全国大会」の運営等を行う業務である。 

2) 特定テーマ 

本業務において技術提案を求める特定テーマは、以下に示す事項である。 

① 『受付における混雑緩和，各講演会場への効果的な案内方法および大会期間中の自然

災害に関するリスク管理について』 

② 『適切なゴミ等の回収処分によるクリーンなキャンパス環境の維持について』 

3) 履行期間 

履行期間は、以下のとおり予定している。 

契約締結日の翌日から２０２０年１２月２３日まで 

（土木学会全国大会開催は２０２０年９月９日（水）～１１日（金）の３日間） 

4) その他 

(1) 企画提案は工学系の学会運営の同種業務の経験を活かしたものであること。 

(2) 参考として、過去数年の大会の委託費は大よそ 600～1,500万円である。 

(3) 本業務の契約書（案）及び仕様書（案）は、別添のとおりである。 

 

2. 業務実施上の条件（参加資格要件等） 

1) 参加資格 

(1) 基本的要件 

企画提案書の提出者は、次に掲げる資格を満たしている単体企業であること。 

[1] 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条

及び第７１条の規定に該当しない者であること。 

[2] 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定がなされた者を除く。）でな

いこと。 

[3] 警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、国土

交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

[4] 企画提案書を提出しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（説明書参

照）。なお、本業務に参加表明書を提出した者の間に資本関係又は人的関係がある場合

には、当該資本関係又は人的関係がある全ての者を、企画提案書の提出者として選定

しない。 

 

 

 



3. 担当部局 

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄 2-9-26 ポーラ名古屋ビル 8F 

公益社団法人土木学会中部支部. 

TEL：(052)222-3705 FAX：(052)222-3773 

 

4. 企画提案書の作成及び記載上の留意事項 

1) 企画提案書作成上の基本事項 

企画提案書は、企画・運営業務における具体的な取り組み方法について提案を求めるもの

であり、成果の一部の提出を求めるものではない。本説明書において記載された事項以外

の内容を含む企画提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。 

2) 企画提案書の作成方法 

企画提案書の様式は、別添（様式－１～３ Ａ４判）に示すとおりである。なお、文字の

サイズは１０ポイント程度とする。 

3) 企画提案書の内容に関する留意事項 

 

記載事項 内容に関する留意事項 

実施方針・実施

フロー・工程表 

・業務の実施方針、業務フローチャート、工程計画について簡潔に記載する。 

・記載様式は任意様式とし、Ａ４判１０枚以内に記載する。 

特定テーマに対

する企画提案 

・本説明書の業務内容に示した特定テーマに対する取り組み方法を具体的に

記載する。 

・記載様式は様式－２とし、１テーマにつきＡ４判１枚以内に記載する。 

参考見積 ・本業務に係る参考見積を提出すること。 

・参考見積は、提示した業務規模と大きくかけ離れているか、または提案 

内容に対して見積が不適切な場合には特定しない。 

なお、積算の参考とするため、特定者には再度見積を依頼する場合がある。 

・記載様式は特に定めないが、Ａ４判１枚以内に記載する。 

その他 ・本説明書に対する意見、仕様書（案）等に示される業務内容に対する 

代替案等があれば記載する。 

・記載様式は様式－３とし、Ａ４判１枚以内に記載する。 

 

4) 作成に用いる言語等 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法による

ものとする。 

5) 企画提案書の非特定事項 

企画提案書の記載内容において、次の項目に該当し、業務が適切に履行できないと判断さ

れる場合は特定しない。 

 内容が殆ど記載されておらず、提案内容が判断できない。 

 業務目的に反する記述や事実誤認等、適切な業務執行が妨げられる内容となっている。 



 実施方針と特定テーマの技術提案に矛盾等があり、整合性が図られない。 

 

5. 企画提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

1) 企画提案書を提出する場合は、配布された様式に従い作成すること。 

2) 企画提案書は、持参又は郵送（書留郵便に限る。提出期限内必着。）によること。なお、こ

れらの方法以外で提出した企画提案書については無効とする。 

(1) 受付期間：平成３１年１月７日から平成３１年１月２８日までの閉所日を除く、午前

９時００分から午後５時００分まで。 

(2) 提出先：３．に同じ。 

(3) 提出方法： 

 規定の枚数程度とすること。なお、提出部数は１部とする。 

 特定された場合は、その提案内容に基づき実施するものとする。 

 

6. 企画提案書を特定するための評価基準 

1) 企画提案書の評価項目、判断基準及び評価のウェートは以下のとおりである。ただし、ヒ

アリング、実施方針、特定テーマに関する企画提案については、絶対評価を予定している

が、絶対評価ができない場合は、相対評価となる場合がある。 

  



【１）実施方針について】 

評価項目 評価の着目点 評価のｳｪｰﾄ 

  判断基準 書面 ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

実施方針・実施フ

ロー・工程表・そ

の他 

 

 

実業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高い場合

に優位に評価する。 

２０ 

実施手順 業務実施手順を示す実施フローの妥

当性が高い場合に優位に評価する。 

１０ 

業務量の把握状況を示す工程計画の

妥当性が高い場合に優位に評価する。 

１０ 

その他 業務に関する知識、有益な代替案、重

要事項の指摘がある場合に優位にす

る。 

１０ 

小計   ５０ 

 

【２）特定テーマについて】 

評価項目 評価の着目点 評価のｳｪｰﾄ 

特定テーマに

対する技術提

案 

特

定

テ

ー

マ 

 判断基準 書面 ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

的確性 会場、地域特性などの与条件との整合

性が高い場合に優位に評価する。 

１０ 

着眼点、問題点及び解決方法等が適切

かつ論理的に整理されており、本業務

を遂行するにあたって、有効性が高い

場合に優位に評価する。 

１０ 

実現性 提案内容に説得力がある場合に優位

に評価する。 

１０ 

提案内容を裏付ける類似実績などが

明示されている場合に優位に評価す

る。類似実績がある場合、学会名・イ

ベント名や規模、運営上の工夫例も示

すこと。 

１０ 

独創性 過去の土木学会全国大会や全国の類

似イベントを参考として、実現性の高

い独創的な提案がある場合に優位に

評価する。 

１０ 

小計 ５０ 

 

合計 １００ 

  



7. ヒアリング 

1) 以下のとおりヒアリングを実施する。 

(1) 実施場所： 

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄 2-9-26 ポーラ名古屋ビル 8F 

公益社団法人土木学会中部支部. 

TEL：(052)222-3705 FAX：(052)222-3773 

(2) 実施日時：２０１９年２月１４日（木） 

(3) 対象者：配置予定担当者 

2) ヒアリングの時間、留意事項等は別途通知する。 

3) ヒアリング時における追加資料は受理しない。 

4) 企画提案書の提出者が１者となった場合は、ヒアリングの実施を省略する場合がある。なお、

ヒアリングの実施を省略する場合は別途連絡するものとし、書面のみを評価するものとする。 

5) ヒアリングに出席しない場合は、ヒアリングに関する評価項目（書面も含む）は０点とする。 

6) ヒアリングについて、対象者補助・書記等を鑑み、１）（３）の対象者以外に、１名の出席に

ついて妨げないものとする。 

7) やむを得ない理由により、配置予定担当者がヒアリングに出席できない場合については、企

業の代表の出席を認める場合がある。 

 

8. 特定に関する事項 

1) 企画提案書を特定した者に対しては、書面により通知する。 

2) 特定日については、下記のとおり予定している。 

特定予定日：２０１９年３月中旬予定 

 

9. 契約書作成の要否等 

別冊契約書（案）により契約書を作成するものとする。 

 

10. 支払条件 

前金払  無 

部分払  無 

 

11. 関連情報を入手するための照会窓口 

3.に同じ。 

 

12. その他の留意事項 

1) 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

2) 企画提案書の作成、提出、ヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。 

3) 企画提案書に虚偽の記載をした場合には、企画提案書を無効とする。 

4) 企画提案書の取扱い 

① 提出された企画提案書については、発注者の了解なく公表、使用してはならない。 



② 提出された企画提案書は、返却しない。 

③ 提出された企画提案書は、選定及び特定以外に提出者に無断で使用しない。 

5) 企画提案書の提出後においては、原則として、企画提案書に記載された内容の変更を認め

ない。 

6) 企画提案書の特定後に、提案内容を適切に反映した特記仕様書を作成するために、業務の

具体的な実施方法について提案を求めることがある。 

 


